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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記一般式［１］で示されることを特徴とする縮合多環化合物。
【化１】

　式［１］においてＲ１乃至Ｒ２２は水素原子、置換あるいは無置換のアルキル基、置換
あるいは無置換のアリール基、置換あるいは無置換の複素環基からそれぞれ独立に選ばれ
る。
【請求項２】
　前記一般式［１］において、Ｒ７、Ｒ９乃至Ｒ１２、Ｒ１４、Ｒ１７、Ｒ１９乃至Ｒ２

２が水素原子であることを特徴とする請求項１に記載の縮合多環化合物。
【請求項３】
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　前記一般式［１］において、Ｒ５乃至Ｒ７、Ｒ９乃至Ｒ１２、Ｒ１４乃至Ｒ１７、Ｒ１

９乃至Ｒ２２が水素原子であることを特徴とする請求項１に記載の縮合多環化合物。
【請求項４】
　陽極及び陰極と、前記陽極及び前記陰極の間に配置されている有機化合物層とを有する
有機発光素子であって、
　前記有機化合物層は請求項１乃至３のいずれか一項に記載の縮合多環化合物を有するこ
とを特徴とする有機発光素子。
【請求項５】
　前記有機化合物層は発光層を有し、前記発光層が前記縮合多環化合物を有することを特
徴とする請求項４に記載の有機発光素子。
【請求項６】
　前記有機化合物層は、発光部を有し、前記発光部は複数の発光層を有し、
　前記複数の発光層のうちの少なくともひとつは前記縮合多環化合物を有し、
　前記複数の発光層は、それぞれの発光層がそれぞれ異なる発光色を発する発光層であり
、
　前記異なる発光色の混色により白色を発することを特徴とする請求項４または５に記載
の有機発光素子。
【請求項７】
　前記有機化合物層は複数の発光層を有し、前記複数の発光層の少なくともひとつは、前
記縮合多環化合物を有し、かつ赤色を発する発光層であり、
　前記赤色を発する発光層以外の発光層の発光色と前記赤色との混色より白色を発するこ
とを特徴とする請求項４または５に記載の有機発光素子。
【請求項８】
　複数の画素を有し、前記画素は請求項４乃至７のいずれか一項に記載の有機発光素子と
前記有機発光素子に接続されているスイッチング素子とを有することを特徴とする表示装
置。
【請求項９】
　画像を表示するための表示部と画像情報を入力するための入力部とを有し、前記表示部
は複数の画素を有し、前記画素は請求項４乃至７のいずれか一項に記載の有機発光素子と
前記有機発光素子に接続されているスイッチング素子とを有することを特徴とする画像入
力装置。
【請求項１０】
　請求項４乃至７のいずれか一項に記載の有機発光素子と前記有機発光素子に接続されて
いるインバータ回路とを有することを特徴とする照明装置。
【請求項１１】
　露光光源を有する、電子写真方式の画像形成装置であって、
　前記露光光源は、請求項４乃至７のいずれか一項に記載の有機発光素子を有することを
特徴とする露光光源。
【請求項１２】
　電子写真方式の画像形成装置に設けられる露光光源であって、
　前記露光光源は、請求項４乃至７のいずれか一項に記載の有機発光素子を有することを
特徴とする露光光源。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は縮合多環化合物およびそれを有する有機発光素子に関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機発光素子は陽極と陰極と、それら両電極間に配置される有機化合物層とを有する素
子である。
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【０００３】
　有機発光素子は、前記各電極から注入させる正孔（ホール）及び電子が有機化合物層内
で再結合することで励起子が生成し、励起子が基底状態に戻る際に光が放出される。有機
発光素子は有機エレクトロルミネッセント素子、あるいは有機ＥＬ素子とも呼ばれる。
【０００４】
　有機発光素子の最近の進歩は著しく、駆動電圧が低く、多様な発光波長、高速応答性、
薄型、軽量の発光デバイス化が可能である。
【０００５】
　現在までに発光性の有機化合物の創出が盛んに行われている。高性能の有機発光素子を
提供するにあたり、発光特性の優れた化合物の創出が重要であるからである。
【０００６】
　特許文献１には、下記ジベンゾ［ｆ，ｆ’］ジインデノ［１，２，３－ｃｄ：１’，２
’，３’－ｌｍ］ペリレン（Ａ－１）を基本骨格として有する赤色の発光をする縮合多環
化合物が記載されている。
【０００７】
【化１】

　　　　　　　　　　　　　　　Ａ－１
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開平１０－３３０２９５号　公報
【特許文献２】特開２０１１‐１１９９４号　公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　特許文献１に記載の化合物は、赤色領域の発光をする化合物である。しかし、有機発光
素子として、その発光効率および発光の色純度は十分ではない。
【００１０】
　本発明は、赤色領域において高色純度かつ高効率の発光する縮合多環化合物を提供する
ことを目的とする。また、発光効率が高く素子寿命が長い優れた有機発光素子を提供する
ことを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　よって本発明は、下記一般式［１］で示されることを特徴とする縮合多環化合物を提供
する。
【００１２】
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【化２】

【００１３】
　式［１］においてＲ１乃至Ｒ２２は水素原子、置換あるいは無置換のアルキル基、置換
あるいは無置換のアリール基、置換あるいは無置換の複素環基からそれぞれ独立に選ばれ
る。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、赤色領域において高色純度かつ高効率の発光する縮合多環化合物を提
供できる。そして、それを有する発光効率が高く、かつ素子寿命が長い有機発光素子を提
供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本実施形態に係る積層型有機発光素子の一例の模式図である。
【図２】本実施形態に係る有機発光素子と有機発光素子と接続されているスイッチング素
子とを示す断面模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　本発明は下記一般式［１］で示されることを特徴とする縮合多環化合物である。
【００１７】

【化３】

【００１８】
　式［１］においてＲ１乃至Ｒ２２は水素原子、置換あるいは無置換のアルキル基、置換
あるいは無置換のアリール基、置換あるいは無置換の複素環基からそれぞれ独立に選ばれ
る。
【００１９】
　Ｒ１乃至Ｒ２２で表わされるアルキル基としては、メチル基、エチル基、ノルマルプロ
ピル基、イソプロピル基、ノルマルブチル基、セカンダリーブチル基、ターシャリーブチ
ル基、シクロヘキシル基、オクチル基、１－アダマンチル基、２－アダマンチル基等が挙
げられるが、もちろんこれらに限定されるものではない。
【００２０】
　Ｒ１乃至Ｒ２２で表わされるアリール基としては、フェニル基、ナフチル基、インデニ
ル基、ビフェニル基、ターフェニル基、フルオレニル基等が挙げられるが、もちろんこれ
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らに限定されるものではない。
【００２１】
　Ｒ１乃至Ｒ２２で表わされる複素環基としては、ピリジル基、キノリル基、オキサゾリ
ル基、チアゾリル基、カルバゾリル基、アクリジニル基、フェナントロリル基、チエニル
基、ピリミジニル基等が挙げられるが、もちろんこれらに限定されるものではない。
【００２２】
　上記アリール基、複素環基がさらに有してもよい置換基として、メチル基、エチル基、
ノルマルプロピル基、イソプロピル基、ノルマルブチル基、ターシャリーブチル基等のア
ルキル基、ベンジル基等のアラルキル基、フェニル基、ビフェニル基等のアリール基、ピ
リジル基、ピロリル基等の複素環基、ジメチルアミノ基、ジエチルアミノ基、ジベンジル
アミノ基、ジフェニルアミノ基、ジトリルアミノ基等のアミノ基、メトキシ基、エトキシ
基、プロポキシ基等のアルコキシ基、フェノキシ基等のアリールオキシ基、フッ素、塩素
、臭素、ヨウ素等のハロゲン原子、シアノ基等が挙げられるが、もちろんこれらに限定さ
れるものではない。
【００２３】
　（本発明に係る縮合多環化合物に導入する置換基について）
　本発明に係る縮合多環化合物の基本骨格は平面性が高い基本骨格である。平面性の高い
化合物に置換基としてアルキル基やアリール基、複素環基を設けることで、溶媒に対する
溶解性や真空蒸着時の昇華性が向上する。
【００２４】
　ここで、本実施形態において基本骨格とは、化合物分子内で最も広いπ共役構造を有し
た部分構造である。
【００２５】
　この構造は、化合物全体のＳ１エネルギー、Ｔ１エネルギー、ＨＯＭＯ準位、ＬＵＭＯ
準位、振動子強度、及び発光量子収率などの物性値を主として決めている構造である。
【００２６】
　また、上記置換基を設けることで、固体状態における分子会合を抑制させることもでき
る。さらに、有機発光素子の発光材料として用いる場合、本発明に係る縮合多環化合物に
上記置換基を設けることで、濃度消光が抑制されるので好ましい。
【００２７】
　このような効果は、アリール基または複素環基にさらにアルキル基を設けることで顕著
になる。
【００２８】
　本発明に係る縮合多環化合物に設ける置換基としては、複素原子を有さない置換基、す
なわちアルキル基やアリール基が好ましい。
【００２９】
　複素環基は構成する炭素原子とヘテロ原子の電気陰性度の違いに起因して電荷の偏りが
生じているため、求電子剤または求核剤に対する反応性がアルキル基やアリール基に比べ
て高いからである。
【００３０】
　本発明に係る縮合多環化合物は、ジベンゾ［ｆ，ｆ’］ジインデノ［１，２，３－ｃｄ
：１’，２’，３’－ｌｍ］ペリレン骨格にインデンが縮合した骨格を有している。
【００３１】
　そのため、本発明に係る縮合多環の平面性は、ジベンゾ［ｆ，ｆ’］ジインデノ［１，
２，３－ｃｄ：１’，２’，３’－ｌｍ］ペリレン骨格よりも高い。
【００３２】
　この縮合したインデン部位、即ち式［１］中のＲ１乃至Ｒ４に置換基を設けることで、
昇華性の向上や濃度消光の抑制できるので好ましい。
【００３３】
　また、式［１］中のＲ５、Ｒ６、Ｒ１５、Ｒ１６は基本骨格平面の長軸方向に位置して
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いる。この位置に置換基を設けることにより結晶性を低下させることができる。
【００３４】
　一方、式［１］中のＲ８乃至Ｒ１３、Ｒ１８乃至Ｒ２２は基本骨格の中心近傍に位置し
ているため、結晶性を低下させる効果が高いので、好ましい。
【００３５】
　ここで、Ｒ８はＲ７及びＲ９から、Ｒ１３はＲ１２及びＲ１４から、Ｒ１８はＲ１７及
びＲ１９から強く立体障害を受けている。
【００３６】
　従って、Ｒ８、Ｒ１３、Ｒ１８にアリール基または複素環基を設けた場合、周囲の水素
原子または置換基との立体反発により置換基が有する平面は基本骨格を有する平面に対し
て垂直に配向する。その結果、基本骨格平面間の分子会合が抑制されるので、好ましい。
【００３７】
　ところで、縮合多環化合物に多数の置換基を導入して、分子量が１０００程度になると
昇華性が低下する。
【００３８】
　従って、本発明に係る縮合多環化合物を真空蒸着で用いる場合、分子量の増加を抑制す
るために、基本骨格に設ける置換基は少ない方が好ましい。
【００３９】
　また、本発明に係る縮合多環化合物は、式［１］中のＲ７、Ｒ９乃至Ｒ１２、Ｒ１４、
Ｒ１７、Ｒ１９乃至Ｒ２２を水素原子とすることで、化合物の昇華性が高くなるので好ま
しい。
【００４０】
　さらに、Ｒ５乃至Ｒ７、Ｒ９乃至Ｒ１２、Ｒ１４乃至Ｒ１７、Ｒ１９乃至Ｒ２２が水素
原子であることが特に好ましい。化合物の昇華性が高いからである。
【００４１】
　（本発明に係る縮合多環化合物の性質について）
　特許文献１に記載の化合物（ここでは化合物１と呼ぶ）及び本発明に係る縮合多環化合
物である例示化合物Ｂ－１の希薄溶液中における蛍光発光特性を測定した。
【００４２】
【表１】

【００４３】
　化合物１及び例示化合物Ｂ－１は共に発光ピーク波長が６００ｎｍ前後の赤色発光を示
した。
【００４４】
　ここで、本実施形態における赤色とは、発光スペクトルの最大ピーク波長が５９０ｎｍ
以上６３０ｎｍ以下の光である。
【００４５】
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　発光色の指標としてＣＩＥ表色系の（Ｘ，Ｙ）座標がある。ＮＴＳＣ規格における赤色
は（０．６７、０．３３）であり、この値に近いほど色純度が高い。
【００４６】
　化合物１及び例示化合物Ｂ－１の蛍光スペクトルから求めた色度を比較すると、例示化
合物Ｂ－１の方がＮＴＳＣ規格に近い赤色であった。すなわち、色純度が高い結果が得ら
れた。
【００４７】
　この２つの化合物における、発光波長に対する置換基の効果は同程度と推測されるので
、測定された色度の差異は、両者の基本骨格の差異に起因するものである。
【００４８】
　さらに、発光量子収率を比較すると例示化合物Ｂ－１の方が化合物１よりも１．２４倍
高い値を示した。量子収率が高い発光材料は、発光効率の高い有機発光素子に有用である
。
【００４９】
　これらの結果をまとめると、本発明に係る縮合多環化合物は、従来化合物に比べて高色
純度かつ高効率の赤色発光が可能である。
【００５０】
　従って、本発明に係る縮合多環化合物は有機発光素子の赤色発光材料として好適に用い
ることができる。
【００５１】
　次に、本発明に係る縮合多環化合物における五員環の効果について述べる。
【００５２】
　この五員環のみに着目すると、５つのπ電子が存在することが分かる。
【００５３】
　有機発光素子中において、陰極や電子輸送材料などから本発明に係る縮合多環化合物に
電子が移動した場合、五員環は６π電子系となりヒュッケル則を満たすため、共鳴エネル
ギーの分だけ安定化される。
【００５４】
　即ち、エネルギーギャップが同じであれば、五員環を持つ縮合多環化合物は、持たない
ものに比べてＨＯＭＯ／ＬＵＭＯ準位が低下する。
【００５５】
　本発明に係る縮合多環化合物は五員環を３つ持つため、化合物１と比べてもさらにＨＯ
ＭＯ／ＬＵＭＯ準位が低下した状態にある。
【００５６】
　従って、本発明に係る縮合多環化合物がＨＯＭＯ準位の電子を失うためには相対的に大
きなエネルギーを必要とする。
【００５７】
　即ち、本発明に係る縮合多環化合物は酸素などの酸化剤に対して化学的に安定である。
【００５８】
　そのため製造や精製の際に、酸化されて変性する化合物が少なく、高い純度の材料を有
機発光素子に用いることができるため、素子の長寿命化が可能となる。
【００５９】
　また、本発明に係る縮合多環化合物を発光層のゲスト材料として用いると、ＬＵＭＯ準
位が低いため発光層の電子を強くトラップすることができる。
【００６０】
　すると、電子は発光層に閉じ込められるため、ホールとの再結合が主に発光層中で起こ
り、有機発光素子の高効率化を達成できる。
【００６１】
　以上をまとめると、本発明に係る縮合多環化合物は赤色領域において高色純度かつ高効
率の発光を出力することができる。そして、それを有する発光効率が高く、かつ素子寿命
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【００６２】
　（本発明に係る縮合多環化合物の例示）
　以下に本発明に係る縮合多環化合物をＡ群乃至Ｃ群として例示する。
【００６３】
【化４】

【００６４】
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【化５】

【００６５】

【化６】

【００６６】
　（例示した化合物のそれぞれの性質）
　Ａ群に示す例示化合物は、式［１］におけるＲ１乃至Ｒ２２のいずれかに置換基を設け
た化合物である。これらは、置換基の位置や種類を様々に変化させることで物性値の細か
い調節が可能である。
【００６７】
　Ｂ群に示す例示化合物は、式［１］におけるＲ５乃至Ｒ７、Ｒ９乃至Ｒ１２、Ｒ１４乃
至Ｒ１７、Ｒ１９乃至Ｒ２２が水素原子であり、Ｒ１乃至Ｒ４、Ｒ８、Ｒ１３、Ｒ１８の
いずれかに置換基を設けた化合物である。これらは、昇華性と分子会合抑制のバランスが
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良い構造である。
【００６８】
　Ｃ群に示す例示化合物は、式［１］におけるＲ１乃至Ｒ２２がいずれも水素原子である
か、または、Ｒ１乃至Ｒ２２のいずれかに置換または無置換のアルキル基を設けた化合物
である。これらは、分子量が小さいため昇華性に優れている。
【００６９】
　（合成ルートの説明）
　本発明に係る縮合多環化合物の合成ルートを、例示化合物Ｂ－１の場合を一例として説
明する。以下に合成スキームを記す。
【００７０】
　まず、下記ルートによりベンゾフルオランテンブロモ体を合成する。
【００７１】
【化７】

【００７２】
　次に、下記ルートによりアセナフトフルオランテンブロモ体を合成する。
【００７３】

【化８】

【００７４】
　得られたベンゾフルオランテンブロモ体またはアセナフトフルオランテンブロモ体のい
ずれか一方をボロン酸誘導体に変換したのち、鈴木クロスカップリング反応を行う（Ｘ１

＝Ｂｒ、Ｘ２＝Ｂ（ＯＨ）２またはそのエステル、またはＸ１＝Ｂ（ＯＨ）２またはその
エステル、Ｘ２＝Ｂｒ）。
【００７５】

【化９】

【００７６】
　得られたカップリング体をＤＤＱまたはターシャリーブトキシカリウムのような強塩基
と反応させると環化反応が起こり、本発明に係る縮合多環化合物が得られる。
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【００７７】
【化１０】

【００７８】
　置換基を他の位置に導入する場合、原料または中間体の段階で導入してもよいし、基本
骨格を形成した後に導入してもよい。
【００７９】
　（本実施形態に係る有機発光素子の性質について）
　次に本実施形態に係る有機発光素子を説明する。
【００８０】
　本実施形態に係る有機発光素子は、一対の電極である陽極と陰極と、これら電極間に配
置される有機化合物層と、を少なくとも有する。
【００８１】
　本実施形態に係る有機発光素子において、有機化合物層は発光層を有していれば単層で
あってもよいし複数層からなる積層体であってもよい。
【００８２】
　ここで有機化合物層が複数層からなる積層体である場合、有機化合物層は、発光層の他
に、ホール注入層、ホール輸送層、電子ブロッキング層、ホール・エキシトンブロッキン
グ層、電子輸送層、電子注入層等から適宜選択された層を有してもよい。また発光層は、
単層であってもよいし、複数の層からなる積層体であってもよい。
【００８３】
　本実施形態に係る有機発光素子の構成はこれらに限定されるものではない。
【００８４】
　例えば、電極と有機化合物層界面に絶縁性層を設ける、接着層あるいは干渉層を設ける
、電子輸送層もしくはホール輸送層がイオン化ポテンシャルの異なる二層から構成される
など多様な層構成をとることができる。
【００８５】
　その場合の素子形態は、基板とは逆側から光を取り出すいわゆるトップエミッション方
式でも、基板側から光を取り出すいわゆるボトムエミッション方式でも良く、両面取り出
しの構成でも使用することができる。
【００８６】
　本実施形態に係る有機発光素子において、上記有機化合物層の少なくとも一層に本発明
に係る縮合多環化合物が含まれている。
【００８７】
　具体的には、本発明に係る縮合多環化合物は、ホール注入層、ホール輸送層、電子ブロ
ッキング層、発光層、ホール・エキシトンブロッキング層、電子輸送層、電子注入層等の
いずれかに含まれている。
【００８８】
　本発明に係る縮合多環化合物は、好ましくは、発光層に含まれる。
【００８９】
　本実施形態に係る有機発光素子において、本発明に係る縮合多環化合物が発光層に含ま
れる場合、発光層は、本発明に係る縮合多環化合物のみからなる層であってもよいし、本
発明に係る縮合多環化合物と他の化合物とからなる層であってもよい。
【００９０】
　ここで、発光層が本発明に係る縮合多環化合物と他の化合物とからなる層である場合、
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本発明に係る縮合多環化合物は、発光層のホストとして使用してもよいし、ゲストとして
使用してもよい。また発光層に含まれ得るアシスト材料として使用してもよい。
【００９１】
　ここでホストとは、発光層を構成する化合物の中で重量比が最も大きい化合物である。
【００９２】
　またゲストとは、発光層を構成する化合物の中で重量比がホストよりも小さい化合物で
あって、主たる発光を担う化合物である。
【００９３】
　またアシスト材料とは、発光層を構成する化合物の中で重量比がホストよりも小さく、
ゲストの発光を補助する化合物である。尚、アシスト材料は、第２のホストとも呼ばれて
いる。
【００９４】
　ここで、本発明に係る縮合多環化合物を発光層のゲストとして用いる場合、ゲストの濃
度は、発光層全体に対して０．０１重量％以上２０重量％以下であることが好ましく、０
．１重量％以上５重量％以下であることがより好ましい。これは、濃度消光を抑制するた
めである。
【００９５】
　またゲスト材料はホスト材料からなる層全体に均一に含まれてもよいし、濃度勾配を有
して含まれてもよいし、特定の領域に部分的に含ませてゲスト材料を含まないホスト材料
層の領域を設けてもよい。
【００９６】
　また本発明に係る縮合多環化合物を発光層のゲストとして用いる際には、本発明に係る
縮合多環化合物よりもＬＵＭＯ準位が高い材料（ＬＵＭＯ準位が真空準位により近い材料
）をホストとして用いることが好ましい。
【００９７】
　それは、本発明に係る縮合多環化合物はＬＵＭＯ準位が低いため、本発明に係る縮合多
環化合物よりもＬＵＭＯ準位が高い材料をホストにすることで、発光層のホストに供給さ
れる電子を本発明に係る縮合多環化合物がより良好に受容できるからである。
【００９８】
　本実施形態に係る有機発光素子の発光層は単層でも複層でも良いし、他の発光色を有す
る発光材料を含むことで複数の発光色を混色させることも可能である。
【００９９】
　この場合、有機発光素子の発光色は赤色に限られない。より具体的には白色でもよいし
、中間色でもよい。また、成膜方法は蒸着もしくは塗布成膜で成膜を行うことが挙げられ
るが特に限定されない。
【０１００】
　一方で、本発明に係る縮合多環化合物は、本実施形態に係る有機発光素子を構成する発
光層以外の有機化合物層の構成材料として使用することができる。具体的には、電子輸送
層、電子注入層、ホール輸送層、ホール注入層、ホールブロッキング層等の構成材料とし
て用いてもよい。
【０１０１】
　この場合、有機発光素子の発光色は赤色に限られない。より具体的には白色でもよいし
、中間色でもよい。
【０１０２】
　本実施形態に係る有機発光素子が白色を発する形態の一例を図１を用いて説明する。
【０１０３】
　図１は、積層発光層型の素子の一例の断面模式図である。発光層は３層のものを例示し
ているが、単層発光層でも、２層以上でも構わない。
【０１０４】
　この有機発光素子は、ガラス等の基板上に、陽極１、正孔注入層２、正孔輸送層３、青
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色発光層４、緑色発光層５、赤色発光層６、電子輸送層７、電子注入層８、陰極９を積層
させた素子構成である。ただし、青、緑、赤色発光層の積層は順不同でも良い。
【０１０５】
　また、発光層は積層される形態に限られず、横並びに配置されてもよい。横並びとは、
横並びに配置された発光層はいずれも正孔輸送層および電子輸送層に接するように配置さ
れることである。
【０１０６】
　また、発光層は、一の色を発光する発光層の中に他の色を発する発光層のドメインを形
成する形態でもよい。
【０１０７】
　複数の発光層のうちの少なくともいずれかひとつの発光層が本発明に係る縮合多環化合
物を有する。この発光層は赤色を発する発光層であることが好ましい。
【０１０８】
　本実施形態が示す白色を発する有機発光素子の一例は、複数の発光層のうちの赤色を発
する発光以外の発光層の発光と赤色の発光とが混色することで白色を発する有機発光素子
である。
【０１０９】
　複数の発光層は、発光部が複数の発光層を有しているということもできる。
【０１１０】
　白色を発する有機発光素子を得る場合、青色発光材料は特に限定されないが、フルオラ
ンテン骨格またはアントラセン骨格を有する発光材料が好ましい。
【０１１１】
　また、緑色発光材料は特に限定されないが、フルオランテン骨格やアントラセン骨格を
有する発光材料が好ましい。
【０１１２】
　本実施形態に係る有機発光素子は、本発明に係る縮合多環化合物以外にも、必要に応じ
て従来公知の低分子系及び高分子系の化合物を使用することができる。
【０１１３】
　より具体的にはホール注入性化合物あるいは輸送性化合物あるいはホスト材料あるいは
発光性化合物あるいは電子注入性化合物あるいは電子輸送性化合物等を一緒に使用するこ
とができる。
【０１１４】
　以下にこれらの化合物例を挙げる。
【０１１５】
　ホール注入輸送性材料としては、陽極からのホールの注入が容易で、注入されたホール
を発光層へと輸送することができるように、ホール移動度が高い材料が好ましい。
【０１１６】
　ホール注入輸送性能を有する低分子及び高分子系材料としては、トリアリールアミン誘
導体、フェニレンジアミン誘導体、スチルベン誘導体、フタロシアニン誘導体、ポルフィ
リン誘導体、ポリ（ビニルカルバゾール）、ポリ（チオフェン）、その他導電性高分子が
挙げられる。
【０１１７】
　ホストとしては、具体的には、下記表２に示される化合物が挙げられる。
【０１１８】
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【表２】

【０１１９】
　ただし本発明はこれらに限定されるものではない。表２で示されている化合物の誘導体
である化合物もホストとして使用することができる。
【０１２０】
　またそれ以外にも、縮合多環化合物（例えばフルオレン誘導体、ナフタレン誘導体、ア
ントラセン誘導体、ピレン誘導体、カルバゾール誘導体、キノキサリン誘導体、キノリン
誘導体等）、トリス（８－キノリノラート）アルミニウム等の有機アルミニウム錯体、有
機亜鉛錯体、及びトリフェニルアミン誘導体、ポリ（フルオレン）誘導体、ポリ（フェニ
レン）誘導体等の高分子誘導体が挙げられるが、もちろんこれらに限定されるものではな
い。
【０１２１】
　本発明に係る縮合多環化合物以外に用いることのできる発光材料としては、縮合多環化
合物（例えばフルオレン誘導体、ナフタレン誘導体、ピレン誘導体、ペリレン誘導体、テ
トラセン誘導体、アントラセン誘導体、ルブレン等）、キナクリドン誘導体、クマリン誘
導体、スチルベン誘導体、トリス（８－キノリノラート）アルミニウム等の有機アルミニ
ウム錯体の他に、イリジウム錯体や白金錯体、テルビウム錯体、ユーロピウム錯体等の燐
光発光性金属錯体が挙げられるが、もちろんこれらに限定されるものではない。
【０１２２】
　電子注入輸送性材料としては、陰極からの電子の注入が容易で注入された電子を発光層
へ輸送することができるものから任意に選ぶことができ、ホール注入輸送性材料のホール
移動度とのバランス等を考慮して選択される。
【０１２３】
　電子注入輸送性能を有する材料としては、オキサジアゾール誘導体、オキサゾール誘導
体、ピラジン誘導体、トリアゾール誘導体、トリアジン誘導体、キノリン誘導体、キノキ
サリン誘導体、フェナントロリン誘導体、有機アルミニウム錯体等が挙げられる。
【０１２４】
　陽極材料としては仕事関数がなるべく大きなものがよい。
【０１２５】
　例えば金、白金、銀、銅、ニッケル、パラジウム、コバルト、セレン、バナジウム、タ
ングステン等の金属単体あるいはこれらを組み合わせた合金、酸化錫、酸化亜鉛、酸化イ
ンジウム、酸化錫インジウム（ＩＴＯ）、酸化亜鉛インジウム等の金属酸化物が使用でき
る。
【０１２６】
　またポリアニリン、ポリピロール、ポリチオフェン等の導電性ポリマーも使用できる。
【０１２７】
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　これらの電極物質は一種類を単独で使用してもよいし、二種類以上を併用して使用して
もよい。また、陽極は一層で構成されていてもよく、複数の層で構成されていてもよい。
【０１２８】
　一方、陰極材料としては仕事関数の小さなものがよい。例えばリチウム等のアルカリ金
属、カルシウム等のアルカリ土類金属、アルミニウム、チタニウム、マンガン、銀、鉛、
クロム等の金属単体が挙げられる。あるいはこれら金属単体を組み合わせた合金も使用す
ることができる。
【０１２９】
　例えばマグネシウム－銀、アルミニウム－リチウム、アルミニウム－マグネシウム等が
使用できる。酸化錫インジウム（ＩＴＯ）等の金属酸化物の利用も可能である。これらの
電極物質は一種類を単独で使用してもよいし、二種類以上を併用して使用してもよい。ま
た陰極は一層構成でもよく、多層構成でもよい。
【０１３０】
　本実施形態に係る有機発光素子において、本発明に係る縮合多環化合物を有する層及び
その他の有機化合物からなる層は、以下に示す方法により形成される。
【０１３１】
　有機化合物層を形成する方法としては、例えば、真空蒸着法、イオン化蒸着法、スパッ
タリング、プラズマあるいは、適当な溶媒に溶解させて公知の塗布法（例えば、スピンコ
ーティング、ディッピング、キャスト法、ＬＢ法、インクジェット法等）が挙げられる。
【０１３２】
　ここで真空蒸着法や溶液塗布法等によって層を形成すると、結晶化等が起こりにくく経
時安定性に優れる。また塗布法で成膜する場合は、適当なバインダー樹脂と組み合わせて
膜を形成することもできる。
【０１３３】
　上記バインダー樹脂としては、ポリビニルカルバゾール樹脂、ポリカーボネート樹脂、
ポリエステル樹脂、ＡＢＳ樹脂、アクリル樹脂、ポリイミド樹脂、フェノール樹脂、エポ
キシ樹脂、シリコン樹脂、尿素樹脂等が挙げられるが、これらに限定されるものではない
。
【０１３４】
　また、これらバインダー樹脂は、ホモポリマー又は共重合体として一種単独で使用して
もよいし、二種以上を混合して使用してもよい。さらに必要に応じて、公知の可塑剤、酸
化防止剤、紫外線吸収剤等の添加剤を併用してもよい。
【０１３５】
　（本実施形態に係る有機発光素子の用途）
　本実施形態に係る有機発光素子は、表示装置や照明装置に用いることができる。他にも
電子写真方式の画像形成装置の露光光源や液晶表示装置のバックライトなどに用いること
ができる。
【０１３６】
　表示装置は本実施形態に係る有機発光素子を表示部に有する。この表示部は複数の画素
を有する。この画素は本実施形態に係る有機発光素子と発光輝度を制御するためのスイッ
チング素子の一例としてＴＦＴ素子を有する。
【０１３７】
　この有機発光素子の陽極または陰極と薄膜トランジスタのドレイン電極またはソース電
極とが接続されている。
【０１３８】
　表示装置はＰＣ、ヘッドマウントディスプレイ、携帯電話等の画像表示装置として用い
ることができる。表示される画像は、二次元画像、三次元画像を問わない。
【０１３９】
　表示装置は、エリアＣＣＤ、リニアＣＣＤ、メモリーカード等からの画像情報を入力す
る画像入力部を有し、入力された画像を表示部に出力する画像出力装置でもよい。
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【０１４０】
　画像出力装置は、画像入力部をＣＣＤセンサ等の撮像素子とし、撮像光学系を有するデ
ジタルカメラであってもよい。
【０１４１】
　表示装置は、出力されている画像に触れることで入力できる入力機能を有していてもよ
い。例えば、タッチパネル機能等が挙げられる。
【０１４２】
　また表示装置はマルチファンクションプリンタの表示部に用いられてもよい。
【０１４３】
　本実施形態に係る有機発光素子は照明装置に用いられてもよい。この照明装置は、本実
施形態に係る有機発光素子と有機発光素子に接続されたインバータ回路とを有する。
【０１４４】
　本実施形態に係る照明装置の照明光の色は、白色でも、昼白色でも、その他の色でもよ
い。
【０１４５】
　白色を発する場合は、有機発光素子の発光部が複数の発光層を有し、本発明に係る縮合
多環化合物が緑色を発し、その他の層が緑色以外を発することで、素子として白色を発す
る。
【０１４６】
　図２は、本実施形態に係る有機発光素子とそれに接続されたＴＦＴ素子とを有する表示
装置の断面模式図である。
【０１４７】
　この表示装置は、ガラス等の基板１０とその上部にＴＦＴ素子又は有機化合物層を保護
するための防湿膜１１が設けられている。また符号１２は金属のゲート電極１２である。
符号１３はゲート絶縁膜１３であり、１４は半導体層である。
【０１４８】
　ＴＦＴ素子１７は半導体層１４とドレイン電極１５とソース電極１６とを有している。
ＴＦＴ素子１７の上部には絶縁膜１８が設けられている。コンタクトホール１９を介して
有機発光素子の陽極２０とソース電極１６とが接続されている。
【０１４９】
　本実施形態に係る表示装置はこの構成に限られず、陽極または陰極のうちいずれか一方
とＴＦＴ素子ソース電極またはドレイン電極のいずれか一方とが接続されていればよい。
【０１５０】
　有機化合物層２１は本図では多層の有機化合物層を１つの層の如く図示をしているが複
数層であってよい。陰極２２の上には有機発光素子の劣化を抑制するための第一の保護層
２３や第二の保護層２４が設けられている。
【０１５１】
　本実施形態に係る有機発光素子はスイッチング素子の一例であるＴＦＴ素子により発光
輝度が制御される。有機発光素子を複数面内に設けることでそれぞれの発光輝度により画
像を表示することができる。
【０１５２】
　本実施形態に係る有機発光素子が有するスイッチング素子は、ＴＦＴ素子に限られず、
トランジスタやＭＩＭ素子、Ｓｉ基板等の基板上にアクティブマトリクスドライバーを形
成し、その上に有機発光素子を設けて制御する形態であってもよい。
【０１５３】
　これは精細度によって選択され、たとえば１インチでＱＶＧＡ程度の精細度の場合はＳ
ｉ基板上に有機発光素子を設けることが好ましい。
【０１５４】
　本実施形態に係る有機発光素子を用いた表示装置を駆動することにより、良好な画質で
、長時間表示にも安定な表示が可能になる。
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【実施例】
【０１５５】
　以下、実施例を説明する。なお本発明はこれらに限定されるものではない。
【０１５６】
　（実施例１）
　［中間体１－３の合成］
【０１５７】
【化１１】

【０１５８】
　以下に示す試薬、溶媒を２００ｍｌナスフラスコに投入した。
５－ブロモアセナフテンキノン：２．６ｇ（１０ｍｍｏｌ）
１，３－ジフェニル－２－プロパノン：２．１ｇ（１０ｍｍｏｌ）
エタノール：５０ｍｌ
　この反応溶液に、０．３１ｇの水酸化カリウムを３０ｍｌのエタノールに溶解させた溶
液を６０℃で撹拌しながら滴下した。滴下終了後、還流下でさらに１時間加熱した。
【０１５９】
　反応終了後、室温まで冷却し、ろ過を行った。得られた固体をエタノールで洗浄して中
間体１を４．１ｇ得た（収率９５％）。
【０１６０】
　続いて、以下に示す試薬、溶媒を２００ｍｌナスフラスコに投入した。
中間体１：４．１ｇ（９．５ｍｍｏｌ）
アントラニル酸：１．６ｇ（１１ｍｍｏｌ）
亜硝酸イソアミル：１．３ｇ（１１ｍｍｏｌ）
トルエン：１００ｍｌ
　この反応溶液を、窒素下、撹拌しながら９５℃で３時間加熱した。反応終了後、溶媒を
減圧留去して、生じた固体をシリカゲルカラム（クロロホルム：ヘプタン＝１：３）によ
って精製し、中間体２を３．９ｇ得た（収率８４％）。
【０１６１】
　続いて、以下に示す試薬、溶媒を１００ｍｌナスフラスコに入れた。
中間体２：２．０ｇ（４．１ｍｍｏｌ）
ビス（ピナコラト）ジボロン：１．３ｇ（５．０ｍｍｏｌ）
［１，１’－ビス（ジフェニルホスフィノ）フェロセン］パラジウム（ＩＩ）ジクロリド
　ジクロロメタン付加物：０．３３ｇ（０．４１ｍｍｏｌ）
酢酸カリウム：１．３ｇ（１３ｍｍｏｌ）
１，４－ジオキサン（脱水）：２０ｍｌ
　この反応溶液を、窒素下、撹拌しながら５時間加熱還流させた。反応終了後、析出した
塩をろ過によって除いた。
【０１６２】
　得られたろ液の溶媒を減圧留去して、析出した固体をシリカゲルカラム（クロロホルム
：ヘプタン＝２：１）によって精製し、中間体３を１．６ｇ得た（収率７２％）。
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【０１６３】
　［中間体４－７の合成］
　特許文献２に記載の合成法に従って、中間体２を合成した。具体的には、下記のスキー
ムに従って合成を行った。
【０１６４】
【化１２】

【０１６５】
　［中間体８の合成］
【０１６６】
【化１３】

【０１６７】
　以下に示す試薬、溶媒を５０ｍｌナスフラスコに投入した。
中間体３：１．２ｇ（２．３ｍｍｏｌ）
中間体７：１．０ｇ（２．１ｍｍｏｌ）
テトラキス（トリフェニルホスフィン）パラジウム（０）：０．２４ｇ（０．２１ｍｍｏ
ｌ）
トルエン：１０ｍｌ
エタノール：２ｍｌ
２Ｍ炭酸ナトリウム水溶液：３ｍｌ
　この反応溶液を、窒素下、撹拌しながら５時間加熱還流した。反応終了後、有機層を分
離して硫酸マグネシウムで乾燥し、ろ過を行った。得られたろ液の溶媒を減圧留去して、
生じた固体をシリカゲルカラム（クロロホルム：ヘプタン＝１：３）によって精製し、中
間体８を１．５ｇ得た（収率８８％）。
【０１６８】
　［例示化合物Ｂ－１の合成］
【０１６９】

【化１４】
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　以下に示す試薬、溶媒を２００ｍｌナスフラスコに投入した。
中間体８：０．５０ｇ（０．６２ｍｍｏｌ）
三フッ化ホウ素ジエチルエーテル錯体：０．４４ｇ（３．１ｍｍｏｌ）
ジクロロメタン（脱水）：５０ｍｌ
トリフルオロ酢酸：１０ｍｌ
　この反応溶液に、０．２８ｇの２，３－ジクロロ－５，６－ジシアノ－１，４－ベンゾ
キノン（ＤＤＱ）を少量ずつ室温下で加えた。添加終了後、窒素下、室温で１時間撹拌し
たのち、ＴＬＣにより中間体８の消失を確認した。
【０１７１】
　続いて、反応溶液に０．２３ｇのフェロセンを加えて３０分間撹拌し、反応を停止した
。さらに、５０ｍｌのメタノールを加えて固体を析出させ、ろ過を行った。
得られた固体をメタノールで洗浄したのち、トルエン／ヘプタンで再結晶して、例示化合
物Ｂ－１を０．４０ｇ得た（収率８０％）。
ＭＡＬＤＩ－ＴＯＦ　ＭＳ（マトリックス支援イオン化－飛行時間型質量分析）によりこ
の化合物のＭ＋である８０２．３を確認した。
【０１７２】
　さらに、１Ｈ－ＮＭＲ測定によりこの化合物の構造を確認した。
１Ｈ－ＮＭＲ（ＣＤＣｌ３，５００ＭＨｚ）　δ（ｐｐｍ）：８．６０（１Ｈ，ｄ），８
．５２（１Ｈ，ｄ），８．２７（１Ｈ，ｄ），８．０３（１Ｈ，ｄ），７．９９（１Ｈ，
ｄ），７．９１（１Ｈ，ｄ），７．８８－７．８２（２Ｈ，ｍ），７．７５－７．４９（
１９Ｈ，ｍ），７．４８－７．４２（２Ｈ，ｍ），７．４２－７．３７（２Ｈ，ｍ），６
．６９（１Ｈ，ｄ），６．６４（１Ｈ，ｄ），６．５７（１Ｈ，ｄ）
　また、例示化合物Ｂ－１の希薄トルエン溶液（１×１０－６Ｍ）について、日立製Ｆ－
４５００を用いて励起波長５００ｎｍにおいて発光スペクトルの測定を行った。得られた
発光スペクトルの最大ピーク波長は６０５ｎｍであった。
【０１７３】
　（実施例２）
　［中間体９の合成］
【０１７４】
【化１５】

【０１７５】
　実施例１、中間体１－３の合成で用いられる１，３－ジフェニル－２－プロパノンを１
，３－ビス（３，５－ジ―ｔｅｒｔ―ブチルフェニル）－２－プロパノンに変更する以外
は中間体３の合成と同様の方法で中間体９を得た。
【０１７６】
　［例示化合物Ｂ－４の合成］
【０１７７】



(20) JP 5751985 B2 2015.7.22

10

20

30

40

50

【化１６】

【０１７８】
　実施例１、中間体８の合成で用いられる中間体３を中間体９に変更する以外は中間体８
の合成と同様の方法で中間体１０を得た。
【０１７９】
　さらに、実施例１、例示化合物Ｂ－１の合成で用いられる中間体８を中間体１０に変更
する以外は例示化合物Ｂ－１の合成と同様の方法で例示化合物Ｂ－４を得た。
ＭＡＬＤＩ－ＴＯＦ　ＭＳによりこの化合物のＭ＋である１０２６．５を確認した。
【０１８０】
　さらに、１Ｈ－ＮＭＲ測定によりこの化合物の構造を確認した。
１Ｈ－ＮＭＲ（ＣＤＣｌ３，５００ＭＨｚ）　δ（ｐｐｍ）：８．６６（１Ｈ，ｄ），８
．５８（１Ｈ，ｄ），８．３６（１Ｈ，ｄ），８．０５（１Ｈ，ｄ），８．０１（１Ｈ，
ｄ），７．９３（２Ｈ，ｔ），７．８８（１Ｈ，ｄ），７．７９－７．７３（２Ｈ，ｍ）
，７．７１－７．６１（５Ｈ，ｍ），７．６１－７．３９（１２Ｈ，ｍ），６．６８（１
Ｈ，ｄ），６．６４（１Ｈ，ｄ），６．５６（１Ｈ，ｄ），１．４６（１８Ｈ，ｓ），１
．４３（１８Ｈ，ｓ）
　例示化合物Ｂ－１と同様の方法で発光スペクトルを測定したところ、最大ピーク波長は
６０７ｎｍであった。
【０１８１】
　（実施例３）
　［中間体１１の合成］
【０１８２】

【化１７】

【０１８３】
　実施例１、中間体４－７の合成で用いられる３－ブロモアントラニル酸を３－ブロモ－
５－クロロアントラニル酸に変更する以外は中間体７の合成と同様の方法で中間体１１を
得た。
【０１８４】
　［中間体１３の合成］
【０１８５】
【化１８】

【０１８６】
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　実施例１、中間体８の合成で用いられる中間体７を中間体１１に変更する以外は中間体
８の合成と同様の方法で中間体１２を得た。
【０１８７】
　さらに、実施例１、例示化合物Ｂ－１の合成で用いられる中間体８を中間体１２に変更
する以外は例示化合物Ｂ－１の合成と同様の方法で中間体１３を得た。
【０１８８】
　［例示化合物Ａ－５の合成］
【０１８９】
【化１９】

【０１９０】
　以下に示す試薬、溶媒を５０ｍｌナスフラスコに投入した。
中間体１３：０．３０ｇ（０．３６ｍｍｏｌ）
２，６－ジメチルフェニルボロン酸（東京化成工業製）：０．１１ｇ（０．７２ｍｍｏｌ
）
２－ジシクロヘキシルホスフィノ－２’，６’－ジメトキシビフェニル：０．０３０ｇ（
０．０７２ｍｍｏｌ）
酢酸パラジウム（ＩＩ）：０．００８１ｇ（０．０３６ｍｍｏｌ）
トルエン：１０ｍｌ
エタノール：１ｍｌ
２Ｍりん酸三カリウム水溶液：１ｍｌ
　この反応溶液を、窒素下、撹拌しながら８時間加熱還流した。反応終了後、メタノール
５ｍｌと水５ｍｌを加えて析出した固体をろ過した。
【０１９１】
　得られた固体をエタノールで洗浄したのち、トルエン／ヘプタンで再結晶して、例示化
合物Ａ－５を０．２２ｇ得た（収率６７％）。
【０１９２】
　ＭＡＬＤＩ－ＴＯＦ　ＭＳによりこの化合物のＭ＋である９０６．３を確認した。
【０１９３】
　例示化合物Ｂ－１と同様の方法で発光スペクトルを測定したところ、最大ピーク波長は
６１１ｎｍであった。
【０１９４】
　（実施例４）
　［有機発光素子の作製］
　本実施例では、基板上に順次陽極／ホール輸送層／電子ブロッキング層／発光層／ホー
ルブロッキング層／電子輸送層／陰極が設けられた構成の有機発光素子を以下に示す方法
で作製した。
【０１９５】
　ガラス基板上に、陽極としてＩＴＯをスパッタ法にて膜厚１００ｎｍで成膜したものを
透明導電性支持基板（ＩＴＯ基板）として使用した。
【０１９６】
　このＩＴＯ基板上に、以下に示す有機化合物層及び電極層を、１０－５Ｐａの真空チャ
ンバー内で抵抗加熱による真空蒸着によって連続的に成膜した。
【０１９７】
　このとき対向する電極面積は３ｍｍ２になるように作製した。
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ホール輸送層（３０ｎｍ）：ＨＴＬ－１
電子ブロッキング層（１０ｎｍ）：ＥＢＬ－１
発光層（３０ｎｍ）　ホスト材料：Ｈ６（６０ｗｔ％）、アシスト材料：Ｈ２２（３９．
５ｗｔ％）、ゲスト材料：Ｂ－１（０．５ｗｔ％）
ホールブロッキング層（１０ｎｍ）：ＨＢＬ－１
電子輸送層（３０ｎｍ）：ＥＴＬ－１
金属電極層１（１ｎｍ）：ＬｉＦ
金属電極層２（１００ｎｍ）：Ａｌ
【０１９８】
【化２０】

【０１９９】
　次に、有機発光素子が水分の吸着によって素子劣化が起こらないように、乾燥空気雰囲
気中で保護用ガラス板をかぶせアクリル樹脂系接着材で封止した。以上のようにして有機
発光素子を得た。
【０２００】
　得られた有機発光素子について、電流電圧特性をヒューレッドパッカード社製・微小電
流計４１４０Ｂで測定し、発光輝度は、トプコン社製ＢＭ７―ｆａｓｔで測定した。
【０２０１】
　ＩＴＯ電極を正極、Ａｌ電極を負極にして、４．１Ｖの印加電圧をかけたところ、発光
効率が３．２ｃｄ／Ａの赤色発光が観測された。
【０２０２】
　またこの素子においてＣＩＥ色度座標は（ｘ，ｙ）＝（０．６７，０．３１）であり、
高色純度の赤色を示した。
【０２０３】
　さらに４０ｍＡ／ｃｍ２の電流を１００時間通電させた後の輝度を評価したところ、初
期輝度と比較して減少率は５％以下であった。
【０２０４】
　＜実施例５－６＞
　実施例４においてホスト材料、アシスト材料、ゲスト材料を代えた以外は、実施例４と
同様の方法で素子を作製した。
【０２０５】
　また得られた素子について実施例４と同様に評価を行ったところ、いずれも赤色発光が
観測された。発光効率及び印加電圧を表３に示す。
【０２０６】
　さらに４０ｍＡ／ｃｍ２の電流を１００時間通電させた後の輝度を評価したところ、い
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ずれの素子においても初期輝度と比較して減少率は５％以下であった。
【０２０７】
【表３】

【０２０８】
　＜実施例７＞
　本実施例では、基板上に順次陽極／ホール輸送層／電子ブロッキング層／第一発光層（
赤色）／第二発光層（緑色）／第三発光層（青色）／ホールブロッキング層／電子輸送層
／陰極が設けられた構成の有機発光素子を以下に示す方法で作製した。
【０２０９】
　ガラス基板上に、陽極としてＩＴＯをスパッタ法にて膜厚１００ｎｍで成膜したものを
透明導電性支持基板（ＩＴＯ基板）として使用した。
【０２１０】
　このＩＴＯ基板上に、以下に示す有機化合物層及び電極層を、１０－５Ｐａの真空チャ
ンバー内で抵抗加熱による真空蒸着によって連続的に成膜した。
【０２１１】
　このとき対向する電極面積は３ｍｍ２になるように作製した。
ホール輸送層（３０ｎｍ）：ＨＴＬ－１
電子ブロッキング層（１０ｎｍ）：ＥＢＬ－１
第一発光層（５ｎｍ）　ホスト材料：Ｈ６（８０ｗｔ％）、アシスト材料：Ｈ２２（１９
．５ｗｔ％）、ゲスト材料：Ｂ－１（０．５ｗｔ％）
第二発光層（７ｎｍ）　ホスト材料：Ｈ１２（９８ｗｔ％）、ゲスト材料：ＧＭＬ－１（
２ｗｔ％）
第三発光層（１０ｎｍ）　ホスト材料：Ｈ１２（９７ｗｔ％）、ゲスト材料：ＢＭＬ－１
（３ｗｔ％）
ホールブロッキング層（１０ｎｍ）：ＨＢＬ－２
電子輸送層（３０ｎｍ）：ＥＴＬ－１
金属電極層１（１ｎｍ）：ＬｉＦ
金属電極層２（１００ｎｍ）：Ａｌ
【０２１２】

【化２１】

【０２１３】
　次に、有機発光素子が水分の吸着によって素子劣化が起こらないように、乾燥空気雰囲
気中で保護用ガラス板をかぶせアクリル樹脂系接着材で封止した。以上のようにして有機
発光素子を得た。
得られた有機発光素子について、電流電圧特性をヒューレッドパッカード社製・微小電流



(24) JP 5751985 B2 2015.7.22

10

計４１４０Ｂで測定し、発光輝度は、トプコン社製ＢＭ７―ｆａｓｔで測定した。
ＩＴＯ電極を正極、Ａｌ電極を負極にして、４．６Ｖの印加電圧をかけたところ、発光効
率が９．６ｃｄ／Ａの白色発光が観測された。
【０２１４】
　この様に、本発明に係る縮合多環化合物は有機発光素子において、発光材料として用い
ることで良好な発光効率及び素子寿命を得られることが分かった。
【符号の説明】
【０２１５】
　４　青色発光層
　５　緑色発光層
　６　赤色発光層
　１７　ＴＦＴ素子
　２０　陽極
　２１　有機化合物層
　２２　陰極

【図２】
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